
１　施策の名称等

施策名（基本事業）
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２　施策の現状分析と意図

３　成果指標の達成状況

４　施策の達成状況

Ｂ：計画目標に向かって概ね順調

Ｃ：計画目標に向けて進捗はやや遅れている

Ｄ：計画目標に向け進捗は遅れている

施策の達成度 理由・問題点等 評価基準

Ｂ

収納率は他市町村に比較し良好です。遊休地処分について
は、宅地用のみならず、市が所有する広大地の情報も提供
し、さらに処分を進めることが必要です。他の指標は達成して
いるため、概ね順調としました。

Ａ：計画目標に向けて順調に推移

進捗率  

目標値

実績値

※1：全道35市における前年の収納率平均値で設定

財務諸表の公表

財務4表（バランスシート、
行政コスト計算書、純資産
変動計算書、資金収支計
画書）の公表状況

目標値 4 4 4

進捗率 100% 100% 100%

実質公債費比率

実質公債費比率（起債の
借入基準）の適正な管理
（値が小さいほど借入負担
が少ない）

目標値 20 16 16 16

実績値 16 15 13

進捗率(※2) 125% 108% 123%  

遊休地処分
毎年度において公募する遊
休地処分（売却）の実績
（件数）

目標値 2 2 2

進捗率 0% 50% 50%

実績値 95 96 97

進捗率 103% 104% 104%

2

実績値 0 1 1  

 

4

実績値 4 4 4

 

目標値(※1) 92 92 93 93

成果指標 指標の説明 区分 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24

※2：進捗率は、目標値÷実績値で算出（値が小さいほど借り入れ負担が少ないため）

平成25年度施策評価調書

整理番号 2

評価担当課 総務部 財政課

財政の健全性の確保

施策の現状（現状どのような手段
を講じているか）

自主財源の確保のため、市税徴収率の向上や、遊休資産の売却を進めています。また、
平成22年度決算から、公会計制度により財務諸表を作成しています。将来の財政推計
では、毎年度の総合計画ローリングを反映させた中期財政計画を策定し、今後の公債費
負担を含めた持続可能な財政運営を裏付けています。またこれらの情報開示に努めてい
ます。

施策の課題

地方交付税に代表される依存財源については、市の関与できるものではなく、行財政改
革の推進や、基金の的確な活用をなどにより、財政運営を進める必要があります。名寄
市の財政状況をできるだけ分かりやすく、市民に伝えることが協働のまちづくりの基本となり
ますが、国の地方財政に対する動向が流動的であり、ポイントを絞って伝えにくい状況下
にあります。

総合計画の位置づけ
基本目標 市民と行政の協働によるまちづくり

主要施策 健全な財政運営

施策の対象、意図（誰、何をどの
ようにしたいのか）

一般会計の歳入において、自主財源である市税では約30％、依存財源である地方交付
税では40％を占める状況にあり、本市の財政力は脆弱であるといわざるをえません。ま
た、普通交付税における合併算定替の削減、合併特例債の使用残高の減少、老朽化し
更新が必要な社会インフラなど、将来における名寄市財政は必ずしも楽観できるものでは
なく、これらに関する情報を提供することにより、協働のまちづくりを進めることが重要です。

目標年度
（25年度）

市税徴収率
歳入における市税の徴収
率（滞納繰越分を含む）
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５　今後の方向性

６　外部評価の意見等

７　2次評価の意見等

８　施策を構成する事務事業

（１）Ｈ24年度実施事業

妥当性 有効性 効率性 公平性 達成度 評価

       　

 　

 　

 　

 

  

（２）その他の取組（既に終了した事業や予算を伴わない取組等（１）以外の取組を記入してくだい。）

 

 

 

  

  

   

   

   

   

市民税の適正徴収のため様々な対策を講じ、収納率は全道都市トップクラスとなっている。また、遊休公有地についてはイン
ターネット公売を活用するなど処分に努めている。実質公債費比率は全国平均値を上回っているが、年々改善を進めてきて
おり、減債基金については、合併算定替終了を視野に入れ、積立額を増額してきている。これらの取組みを継続する必要が
あり、Ａ評価とする。

事業
番号

事務事業名 事業の概要 H24決算額

1次評価
外部
評価

2次
評価

今後とも、より効率的な行財政改革に取り組むとともに、持続可能な財政運営を目指します。

 

該当する事務事業無し 
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